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調査の概要 

 

1．調査目的 

山木屋地区住民の避難期間中の生活環境の整備や、山木屋地区への帰還に向けた諸施策の適切な実施を行う

ための基礎データを収集することを目的とする。 

 

2.調査項目 

属性、避難状況、就労状況・収入源、現在の生活に対する意見、除染に関する意見、帰還に関する意見・意向 

 

3.調査対象 

15 歳以上の山木屋地区住民（東日本大震災発生当時居住住民）（但し、中学校在学中の 15 歳は除く）  

計 1,114 人 

 

4．調査時期  平成 24 年 8 月 9 日（木）～9 月 7 日（金） 

 

5．調査方法  郵送配布、郵送回収または町内回収箱での回収 

 

6．調査実施 

山木屋地区自治会 ・ 川俣町原子力災害対策課住民支援係 

 

7．回収結果  有効回収数（率）  856 人（76.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 年齢 

 

２０歳代
9.5%

３０歳代

7.8%

４０歳代

10.4%

５０歳代

17.5%

６０歳代

19.3%

７０歳代

15.3%

８０歳代以上

14.0%

無回答

1.1% １５歳以上

２０歳未満

5.1%

有効回収数

男性 女性 無回答

１５歳以上２０歳未満 60 44 22 22 0 73.3
２０歳代 127 81 38 43 0 63.8
３０歳代 109 67 35 32 0 61.5
４０歳代 122 89 43 46 0 73.0
５０歳代 184 150 72 77 1 81.5
６０歳代 183 165 93 70 2 90.2
７０歳代 160 131 64 65 2 81.9
８０歳代以上 169 120 37 81 2 71.0
無回答 9 2 5 2

計 1,114 856 406 441 9 76.8

標本数   
有効

回収率
(%)

   回答数 構成比（％）

全　　体 856 100.0

１区 39 4.6

甲２区 88 10.3

乙２区 59 6.9

３区 80 9.3

４区 82 9.6

５区 60 7.0

６区 122 14.3

７区 70 8.2

甲８区 64 7.5

乙８区 84 9.8

９区 77 9.0

男性

47.4%

女性

51.5%

無回答

1.1%

性別 年齢 
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調査結果 

 

■ 総 括 

 平成 23 年 4 月 22 日の計画的避難区域指定以降、避難生活を余儀なくされた山木屋地区住民は、現在、６割

が借り上げ住宅、３割が仮設住宅で避難生活を送っている。また、避難により、世帯が分散して居住することとな

った住民は、約５割にものぼる。 

避難により職を失った人は、全体の約５％で、その多くを自営業者が占める。現在の収入源は、64.0％が「義

援金・賠償金」、38.2％が「勤労収入」、33.9％が「年金・恩給」となっている。 

 

 山木屋地区への帰還意向は、全体で６割を超える（64.3％）。帰還意向の内訳としては、「山木屋全体が年間 1

ミリシーベルト以下になれば帰還したい」（31.8％）を筆頭として、宅地と農地、あるいは山木屋全体の線量の条

件付きで帰還したいと考えている人が 5 割を占める。帰還しない意向は 3 割弱（27.3％）。 

帰還意向が高いのは、50 代以上の年齢層や、自営業者など。40 代以下の年齢層や、会社員、パート・アルバ

イトの人は帰還しない意向が高めである。こうした二分化状況に対し、自由回答の中には、若年層の帰還がなけ

れば山木屋のコミュニティが存続できないと危ぶむ声も挙がっている。 

帰還しない意向を持つ者の理由としては、「除染が困難」、「国が安全といっても信用できない」、「放射線の影

響で健康問題が不安」、「原発事故の収束が見えない」などが上位に挙げられている。 

 

国が計画している住環境（宅地から 20ｍの範囲）及び農地除染の効果について、除染が進んでも「居住でき

ない」との回答は６割弱を占めている。その一方、除染の効果評価は高くないものの、除染計画は、「進めるべ

き」との意見が４割を占め（38.9％）、推進を求める意見が高い。 

なお、国や町への要望・提案・意見(自由回答)で最も件数が多かったのは除染・放射能汚染に関する内容で

あり、避難住民の関心は除染に大きく向けられている。具体的には、早期除染や推進を求める声、山林除染を

求める声がある一方で、除染の限界や除染方法への疑問を述べた意見や、除染に巨額を投じるよりも補償金に

振り向けるなど使途見直しを求める声も挙がっている。 

 

東京電力の賠償額に対する評価としては、過半数を超える人が少ないと感じており（「少ない計」55.5％）、「精

神的賠償額としての不足」や「避難生活費用の不足」、「避難生活が長期化する場合に備えての費用がまかなえ

ない」ことなどが自由回答で理由として挙げられている。 

 

今回行ったアンケート結果から、山木屋地区住民の大半が帰還を視野に避難を続けている状況、早期帰還を

実現するために、山木屋地区の効果的かつ計画的な除染推進が求められていることが明らかになった。 

帰還後の生活環境を整備していくための要件として、子供も含めた安全性の確保と今後の継続的な健康管理

支援、安全な飲料水の確保、農業従事者・自営業者等の事業再開支援のほか、傷んだ住宅の修繕支援を求め

る声などが挙がっている。一方、帰還を希望しない約３割の住民に対しては、個別意向に応じた生活再建支援、

移住生活支援が求められている。 

避難生活がなお続く現在、避難住居の環境に対するストレスも大きく、災害公営住宅建設など、避難生活中の

住環境改善・整備は喫緊な問題のひとつといえる。さらに、これまで、国や東京電力から信頼できる情報・説明

が十分に得られなかったこと、方針や対策が伝わってこないことなどによる不信感も声として挙がってきている。 

 

当町の復興計画には、「安全が確保され、住民が安心して暮らせるまち」「雇用が確保され、住民が生き甲斐

を感じるまち」「結いと絆が維持され、住民が幸せを感じるまち」を理念に掲げて始動した。この理念のもと、山木

屋地区の住民の皆様の安全安心な生活の確保と早期の帰還に向けて、今回の調査結果を踏まえて政府関係機

関への要請・協議の礎にするとともに、町としても避難生活支援、復興に向けた取り組みを力強く進めてまいる
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所存である。 

１．現在の避難状況 

 60.3％が「借り上げ住宅」に、31.5％が「仮設住宅」に避難中。 

 事故発生前の世帯全員で避難している人は48.4％、世帯が数箇所に分かれて避難している人は48.7％でほ

ぼ二分。若年層で分散避難比率が高め。分散避難している場合、約７割が２世帯に分散、約２割が３世帯に

分散。 

 

現在の避難住居形態（性・年代別） 

（％）

仮設住宅 借り上げ住宅 親戚や友人宅 その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

31.5

11.7

19.2

32.1

50.5

9.2

12.8

34.0

47.9

60.3

76.7

76.9

66.7

36.6

78.5

82.1

63.9

33.6

2.6

5.0

1.5

3.8

5.5

3.0

8.3

2.0

9.2

7.5

2.6

3.3

5.9

5.5

1.4

1.2

-

- 2.6

-

-

-

1.3

-

1.5

1.3

0.7

 

分散避難の状況（性・年代別） 

（％）

全員で避難している
数箇所に分かれて避難してい

る
無回答

● 凡例
（N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

48.4

40.0

42.3

50.3

59.4

36.9

39.7

47.6

54.8

48.7

58.3

57.7

48.5

34.7

61.5

60.3

50.3

37.7

2.9

5.9

2.0

7.5

1.7

-

1.2

1.5

-

 

 

分散避難世帯の世帯分離状況（性・年代別）
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（％）

２世帯 ３世帯 ４世帯以上

● 凡例
（N)

全　　体 254 68.5 20.5 11.0

 

２．就労状況 

 避難前は 52.5％が仕事を持っていたが、現在は 48.4％に減少。「自営業（農林畜産業等、商店、事業所等）」

の構成比は避難前後で 5 ポイント減少している。 

 現在の収入源は、64.0％が「義援金・賠償金」、38.2％が「勤労収入」、33.9％が「年金・恩給」。「勤労収入」の

ある人は、30 代・40 代では 7 割台、20 代・50 代では 6 割台。 

 

避難前の職業と現在の職業 

 全　　体 自営業（農

林畜産業

等、商店、事

業所等）

会社員 パート・アル

バイト

公務員 会社役員 無職 その他 無回答

避難前職業 856 137 214 63 13 7 371 15 36
（％） 100.0 16.0 25.0 7.4 1.5 0.8 43.3 1.8 4.2

現在職業 856 94 211 68 21 7 400 13 42
（％） 100.0 11.0 24.6 7.9 2.5 0.8 46.7 1.5 4.9

現在-避難前 -43 -3 5 8 0 29 -2 6

（％） -5.0 -0.4 0.5 1.0 0.0 3.4 -0.3 0.7  

 

現在の職業（性・年代別） 

（％）
自営業（農林畜

産業等、商店、

事業所等）

会社員
パート・ア

ルバイト
公務員 会社役員 無職 その他 無回答

● 凡例

（N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

11.0

11.5

23.0

15.8

2.6

12.2

5.5

24.6

46.7

73.1

32.7

20.0

41.0

17.7

7.9

3.3

2.6

7.3

2.0

18.5

17.9

15.6

2.5

3.3

5.1

4.8

1.5

2.7

0.8

2.6

1.8

1.3

46.7

41.7

5.1

24.2

77.2

49.2

29.5

47.6

82.9

1.5

1.2

3.1

1.3

2.7

4.9

3.3

4.8

5.0

7.7

5.1

2.0

7.5

-

-

-

- 0.7

-

1.3

-

0.7

-

-

-

- 2.0

1.7

-

-

-
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設問７．あなたの現在の収入についてお答えください。（複数回答）

(%)

義援金・賠

償金
勤労収入 年金・恩給 貯金切り崩し 事業収入 借金 生活保護 その他 無回答

(N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

40.0

52.6

41.5

63.0

75.5

61.5

69.3

77.0

64.0 38.2

46.7

57.0

1.0

41.5

38.8

0.7

60.3

89.7

33.9

2.6

25.5

28.6

-

-

-

80.8

77.2

10.7

5.0

3.8

10.3

18.8

12.3

7.7

12.9

9.6

2.9

2.6

9.1

1.0

2.6

3.4

-

-

-

1.3

3.3

2.4

2.0

1.5

0.7

0.7

-

-

0.1

1.7

-

-

-

-

-

-

-

3.2

15.0

1.2

2.0

10.8

2.0

2.7

-

-

3.4

10.0

1.3

1.2

18.5

2.0

1.4

-

-

   (N)

義援金・賠

償金
勤労収入 年金・恩給

貯金切り崩

し
事業収入 借金 生活保護 その他 無回答

64.0

38.2
33.9

10.7

2.9 1.3 0.1
3.2 3.4

0

20

40

60

80

(％)

 
 

 

 避難解除後の自営業の再開について、避難前自営業者（104 人）のうち、再開意向を持っているのは全体で

66.3％。避難解除後の自営業再開意向者（69 人）の７割は、避難前と同じ形態での自営業再開を希望。 

避難解除後の自営業の再開意向 

 

自営業の再開意向形態 

（％）

避難前と同じ形態で再開したい
避難前とは違う形態で再開した

い
無回答

● 凡例
（N)

全　　体 69 71.0 21.7 7.2

 

 

 

 
 

（％）

直ちに再開したい
条件が整えば再開

したい
再開できない

再開するつもりは

ない
その他

● 凡例
（N)

全　　体 104 10.6 55.8 18.3 9.6 5.8

現在の収入源（性・年代別） 
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３．帰還意向 

 山木屋への帰還について、宅地と農地、あるいは山木屋全体の線量の条件付きで帰還したいと考えている

人は合計 50.1％、「今すぐにでも帰還したい」との回答 14.1％を合わせると、帰還意向者は合わせて 64.3％

を占める。一方、「帰還するつもりはない」との回答は 27.3％である。 

条件付き帰還意向として最も高いのは、「山木屋全体が年間 1 ミリシーベルト以下になれば帰還したい」との

内容である（31.8％）。 

 50 代以上の年齢層では帰還意向合計が７割を超えて高いのに対して、40 代以下の年齢層では「帰還するつ

もりはない」が４割を超えており、50 歳を境に帰還意向の状況が分かれている。 

 避難前に自営業の人の帰還意向は合計 82.5％で、他の層よりも高い。具体的には「山木屋全体が年間 1 ミリ

シーベルト以下になれば帰還したい」との条件が最も高い（43.8％）。会社員、パート・アルバイトの人は、「帰

還するつもりはない」との回答が 4 割前後を占める。 

図表 5-1-2 山木屋への帰還意向（年代別） 
（％）

今すぐにで

も帰還した

い

帰還するつ

もりはない

宅地と農地が

年間　１ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

宅地と農地が

年間　５ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

宅地と農地が

年間１０ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間　１ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間　５ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間１０ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

その他 無回答

条件付きで

帰還したい

（計）

帰還したい

（計）

● 凡例
（N)

全　　体 856 50.1 64.3

１５～１９歳 44 22.7 34.1

２０代 81 27.2 35.8

３０代 67 23.9 31.3

４０代 89 46.1 48.3

５０代 150 60.7 72.7

６０代 165 66.7 80.0

７０代以上 251 54.6 77.7

14.1

11.4

8.6

7.5

2.2

12.0

13.3

23.1

27.3

47.7

59.3

55.2

49.4

20.7

15.2

10.4

12.0

4.5

6.2

6.7

18.7

17.6

12.7

2.5

1.5

4.0

4.2

2.0

1.1

2.5

2.0

31.8

15.9

14.8

20.9

34.8

32.0

37.0

38.6

2.2

1.2

4.5

4.8

0.7

2.4

4.1

13.6

4.9

9.0

4.7

3.6

4.3

4.5

4.5

2.0

10.4

1.5

2.5

-

-

2.3

0.8

0.6

-

-

0.4

3.3

-

-

0.6

-

-

-

-

-

1.6

2.2

-

-

1.2

 
図表 5-1-4 山木屋への帰還意向（避難前職業別） 

（％）

今すぐにで

も帰還した

い

帰還するつ

もりはない

宅地と農地が

年間　１ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

宅地と農地が

年間　５ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

宅地と農地が

年間１０ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間　１ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間　５ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

山木屋全体が

年間１０ミリ

シーベルト以下

になれば帰還し

たい

その他 無回答

条件付きで

帰還したい

（計）

帰還したい

（計）

● 凡例
（N)

全　　体 856 50.1 64.3

自営業（農林畜産業等、

商店、事業所等）
137 69.3 82.5

会社員 214 43.0 50.5

パート・アルバイト 63 44.4 54.0

公務員 13 53.8 53.8

会社役員 7 85.7 85.7

無職 371 47.2 66.6

その他 15 53.3 73.3

14.1

13.1

7.5

9.5

19.4

20.0

27.3

12.4

43.0

39.7

46.2

14.3

22.9

20.0

12.0

16.8

9.8

12.7

11.9

13.3

2.5

2.9

1.6

7.7

2.2

0.5

31.8

43.8

26.6

27.0

38.5

71.4

29.4

40.0

14.3

0.5

1.6

4.7

6.7

4.3

6.7

-

-

-

-

4.2

-

1.6

-

1.1

1.3

-

-

-

-

2.2

2.9

7.7

2.4

1.4

1.6

-

0.6

0.7

0.5

-

-

-

4.1

3.6

4.8

3.8

-

-

1.5

1.9

1.6

-

-

-
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 山木屋に「帰還するつもりはない」と回答した人（234 人）の、帰還するつもりがない理由としては、「除染が困

難」（79.5％）、「国が安全といっても信用できない」（74.4％）、「放射線の影響で健康問題が不安」(73.1％)、

「原発事故の収束が見えない」（70.1％）などが上位に挙げられている。 

 

山木屋に帰還するつもりがない理由（年代別） 

 

 

 

 山木屋に「帰還するつもりはない」と回答した人（234 人）の、帰還しない場合の意向としては、「形態にこだわ

らず移住を希望する」（40.2％）が最も高く、「町外への個別での移住を希望する」（19.7％）、「町内への集団

での移住を希望する」（17.9％）、「町内への個別での移住を希望する」（15.8％）の順となっている。 

 

帰還しない場合の意向（性・年代別） 

（％）

町内への集団での

移住を希望する

町内への個別での

移住を希望する

町外への個別での

移住を希望する

形態にこだわらず

移住を希望する
その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 234

男性１５～２９歳 31

男性３０～４９歳 37

男性５０～６９歳 21

男性７０代以上 6

女性１５～２９歳 38

女性３０～４９歳 44

女性５０～６９歳 33

女性７０代以上 20

17.9

12.9

13.5

19.0

33.3

5.3

13.6

27.3

35.0

15.8

19.4

27.0

9.5

5.3

18.2

18.2

15.0

19.7

9.7

18.9

28.6

33.3

34.2

20.5

9.1

15.0

40.2

51.6

40.5

38.1

33.3

50.0

40.9

33.3

25.0

3.0

2.6

4.5

6.1

10.0

3.4

6.5

4.8

2.6

2.3

6.1

-

-

-

-

-

-

-

-

 

(%)

除染が困難

国が安全と

いっても信用

できない

放射線の影

響で健康問

題が不安

原発事故の

収束が見え

ない

放射線の影

響で子供や

孫を帰らせ

ることはでき

ない

帰還しても生

活インフラが

整うのに時

間がかかる

帰還しても仕

事がない

帰還しても仕

事（農業・商

店・事業所

等）ができな

い

その他 無回答

(N)

全　　体 234

１５～１９歳 21

２０代 48

３０代 37

４０代 44

５０代 31

６０代 25

７０代以上 26 69.2

80.0

74.2

86.4

86.5

83.3

61.9

79.5

53.8

80.0

74.2

65.9

86.5

81.3

71.4

74.4

51.6

56.0

50.0

86.4

89.2

85.4

66.7

73.1

34.6

76.0

71.0

72.7

89.2

70.8

61.9

70.1

14.3

47.9

65.4

68.0

67.7

68.2

81.1

61.1 54.7

42.9

54.2

43.2

48.0

50.0

64.5

73.0

41.0

23.8

47.9

35.1

31.8

54.8

44.0

42.3

39.3

14.3

29.2

35.1

45.5

38.7

56.0

53.8

9.0

19.0

8.3

2.7

6.8

16.1

4.0

11.5

1.3

2.1

3.2

4.0

-

-

-

-
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 山木屋への帰還意向で、宅地と農地あるいは山木屋全体が年間一定線量（1 ミリシーベルト、5 ミリシーベル

ト、10 ミリシーベルトのいずれか）以下になれば帰還したいと回答した条件付き帰還意向者（429 人）に、避難

生活の限度年数（調査を実施した平成 24 年 8 月から何年間か）を尋ねたところ、最も割合が高いのは「3 年」

（28.7％）で、「5 年」は 22.1％、「2 年」は 19.3％となっている。 

限度年数を超えた場合の意向では、「移住を希望する」（43.4％）が最も高く、次いで「我慢して待つ」31.0％、

「帰還する」9.6％の順となっている。 

 

図表 5-5-1 避難生活の限度年数（性・年代別） 

（％）

１年 ２年 ３年 ５年 その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 429

男性１５～２９歳 15

男性３０～４９歳 31

男性５０～６９歳 120

男性７０代以上 66

女性１５～２９歳 17

女性３０～４９歳 26

女性５０～６９歳 80

女性７０代以上 70

14.5

20.0

12.9

8.3

13.6

17.6

26.9

13.8

17.1

19.3

26.7

19.4

19.2

15.2

35.3

11.5

22.5

18.6

28.7

26.7

48.4

26.7

30.3

23.5

26.9

22.5

31.4

22.1

20.0

9.7

35.0

21.2

11.8

7.7

23.8

14.3

7.2

6.7

9.7

6.7

4.5

5.9

19.2

8.8

4.3

8.2

4.2

15.2

5.9

7.7

8.8

14.3

-

-

 

 

 

図表 5-6-1 避難生活の限度を越えた場合の意向（避難限度年数別） 

（％）

移住を希望する 我慢して待つ 帰還する その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 429

１年 62

２年 83

３年 123

５年 95

その他 31

43.4

37.1

45.8

53.7

42.1

32.3

31.0

27.4

28.9

30.9

38.9

35.5

9.6

17.7

12.0

10.6

4.2

6.5

4.9

9.7

4.8

2.4

4.2

6.5

11.2

8.1

8.4

10.5

19.4

2.4
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４．除染に対する意見 

 国が計画している住環境（宅地から 20ｍの範囲）及び農地除染の効果については、「居住できない」との回答

は 58.1％で最も高く、「わからない」が 27.0％、「居住できる」は 8.5％となっている。 

男女ともに 30～49 歳の層で除染効果の評価が他の層に比べて低い。 

 「居住できない」と回答した人（497 人）の、除染しても居住できないと思う理由としては、「除染が困難」

（78.9％）、「原発事故の収束が見えない」（77.5％）、「国が安全といっても信用できない」（70.4％）などが上位

に挙げられている。 

 

国が計画している除染の効果（性・年代別） 

（％）

居住できる 居住できない わからない その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

8.5

5.0

11.5

9.9

9.2

3.8

8.2

13.0

58.1

55.0

69.2

64.2

52.5

61.5

66.7

60.5

43.8

27.0

36.7

28.2

21.8

27.7

29.2

25.6

26.5

26.7

0.7 5.7

2.4

9.9

2.0

16.4

-

2.7

1.3

-

1.3

-

-

-

-

2.6

3.3

1.3

-

 
 

 除染しても居住できないと思う理由（性・年代別） 

(%)

除染が困難

原発事故の

収束が見え

ない

国が安全と

いっても信用

できない

放射線の影

響で健康問

題が不安

放射線の影

響で子供や

孫を帰らせ

ることはでき

ない

帰還しても生

活インフラが

整うのに時

間がかかる

帰還しても仕

事（農業・商

店・事業所

等）ができな

い

帰還しても仕

事がない
その他 無回答

(N)

全　　体 497

男性１５～２９歳 33

男性３０～４９歳 54

男性５０～６９歳 106

男性７０代以上 53

女性１５～２９歳 40

女性３０～４９歳 52

女性５０～６９歳 89

女性７０代以上 64 78.1

78.7

92.3

77.5

69.8

76.4

87.0

81.8

78.9

71.9

74.2

82.7

62.5

77.4

81.1

85.2

87.9

77.5

60.9

64.0

80.8

80.0

64.2

71.7

77.8

75.8

70.4

57.5

56.6

48.3

62.5

86.5

87.5

81.5

72.7

65.2

36.4

45.0

62.5

70.8

75.0

58.5

74.5

72.2

65.0

57.5

52.8

47.5

51.6

64.0

65.4

64.8

66.7

58.6 52.3

24.2

40.7

25.0

40.4

57.8

58.4

66.0

67.0

40.6

39.4

25.9

46.2

45.3

35.0

32.7

48.3

40.6

6.4

9.1

7.4

7.5

1.9

5.0

3.8

4.5

10.9

0.4

1.1

-

-

-

-

-

-

-
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 過半数の人が除染を行っても「居住できない」と思っているものの、除染計画を進めることに対する意見として

は、「進めるべきだ」が 38.9％と最も高く、「実証試験・農地モデル除染等の結果を見て判断すべきだ」

（24.9％）、および「中止するべきだ」（14.8％）との意見を上回っており、除染推進を求める意見が最も多い。 

「進めるべきだ」との割合が高いのは、女性 29 歳以下の若年層および男性 50 歳以上の層であるのに対し、

男女とも 30～49 歳の層では「中止すべきだ」との割合が高い。 

 

除染計画を進めることに対する意見（性・年代別） 

（％）

進めるべきだ 中止するべきだ
実証試験・農地モデル

除染等の結果を見て

判断すべきだ

わからない その他 無回答

● 凡例
（N)

全　　体 856

男性１５～２９歳 60

男性３０～４９歳 78

男性５０～６９歳 165

男性７０代以上 101

女性１５～２９歳 65

女性３０～４９歳 78

女性５０～６９歳 147

女性７０代以上 146

38.9

35.0

26.9

46.7

42.6

47.7

29.5

37.4

38.4

14.8

20.0

23.1

10.3

10.9

10.8

30.8

14.3

10.3

24.9

20.0

29.5

29.1

24.8

21.5

17.9

32.7

19.9

11.8

13.3

15.4

4.2

12.9

10.8

14.1

10.2

16.4

2.5

3.3

3.6

3.1

2.6

2.7

2.1

7.1

8.3

6.1

8.9

6.2

5.1

13.0

2.6

-

2.7

2.6
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 坂下地区における除染モデル実証事業に対する評価においても、「期待したほどの効果ではないが、本格

除染は行うべきだ」が 48.6％で最も高く、「期待通りなので本格除染を行うべきだ」（3.9％）と合わせた「本格除

染を行うべきだ（計）」で 52.5％と過半数を占める。一方、「期待したほどの効果が見込めないので本格除染を

中止すべきだ」との意見は 21.1％である。 

 

坂下地区における除染モデル実証事業の評価（性・年代別） 

（％）

期待通りなので本

格除染を行うべき

だ

期待したほどの効果

ではないが、本格除染

は行うべきだ

期待したほどの効果

が見込めないので本

格除染を 中止すべき

だ

わからない その他 無回答

本格除染を

行うべきだ

（計）

● 凡例
（N)

全　　体 856 52.5

男性１５～２９歳 60 38.3

男性３０～４９歳 78 41.0

男性５０～６９歳 165 63.6

男性７０代以上 101 60.4

女性１５～２９歳 65 49.2

女性３０～４９歳 78 38.5

女性５０～６９歳 147 52.4

女性７０代以上 146 56.2

3.9 

1.7 

1.3 

1.2 

5.0 

1.5 

-

4.1 

10.3 

48.6 

36.7 

39.7 

62.4 

55.4 

47.7 

38.5 

48.3 

45.9 

21.1 

26.7 

29.5 

24.2 

13.9 

13.8 

34.6 

21.1 

13.0 

16.8 

23.3 

23.1 

6.7 

14.9 

29.2 

15.4 

15.0 

19.9 

4.0 

6.7 

3.8 

4.2 

1.0 

3.1 

7.7 

6.8 

0.7 

5.6 

5.0 

2.6 

1.2 

9.9 

4.6 

3.8 

4.8 

10.3 
 

 
 除染計画を「中止するべきだ」と考えている人（127 人）が、除染計画を中止すべきと考える理由としては、「費

用がかかりすぎるから」が 83.5％と最も高く、「放射線量の低下が見られないから」（74.8％）がそれに続く。 

除染計画を中止すべきと考える理由（性別、年代別） 

 

   (N)

費用がかか

りすぎるから

放射線量の

低下が見ら

れないから

早期帰還を

考えていな

いから

その他 無回答

全　　体 127 83.5 74.8 44.1 14.2 4.7

男性 58 84.5 72.4 41.4 12.1 5.2

女性 67 82.1 76.1 44.8 14.9 4.5

１５～１９歳 7 71.4 57.1 57.1      - 14.3

２０代 12 91.7 66.7 50.0 25.0      -

３０代 18 77.8 66.7 44.4 16.7      -

４０代 24 95.8 87.5 50.0 16.7      -

５０代 25 92.0 76.0 44.0 12.0      -

６０代 15 86.7 86.7 40.0 26.7      -

７０代以上 26 65.4 69.2 34.6 3.8 19.2

83.5

74.8

44.1

14.2

4.7

0

25

50

75

100

(％)
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５．東京電力の賠償に対する意見 

 東京電力の賠償額に対しては、「非常に少ない」が 34.9％で最も高く、「非常に少ない」と「やや少ない」を合

わせた「少ない（計）」は 55.5％と半数を超える。男性 30 歳以上の層で特に「少ない」と感じる人の割合が高

い。 

 東京電力の賠償に対して「非常に少ない」または「やや少ない」と回答した人（475 人）の具体的に少ないと感

じている理由・内容としては、「精神的賠償額としての不足」や「避難生活費用の不足」、「避難生活が長期化

する場合に備えての費用がまかなえない」ことなどが自由回答で上位に挙げられている。 

 

東京電力の賠償額評価（性・年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賠償額が少ないと感じる理由（上位回答） 

賠償額が少ないと感じる理由
（回答が3件以上あった内容）

件数
(件）

回答サンプ

ル中の回答

割合（％）

賠償額が少ないと感じる理由
（回答が3件以上あった内容）

件数
(件）

回答サンプ

ル中の回答

割合（％）
精神的賠償額不足 68 24.0 農業補償 8 2.8

避難生活費用 41 14.5 住宅修繕費 8 2.8

避難生活が長期化する場合に備えての費用 31 11.0 医療費増加 7 2.5

自給自足ができなくなったことによる食費増 29 10.2 農業失業による収入損失 6 2.1

賠償基準の相違 17 6.0 交際費増加 6 2.1

移住のための費用 12 4.2 健康管理費用 6 2.1

不動産賠償 11 3.9 避難先宅への住宅費 4 1.4
世帯分離による多重避難生活費用 11 3.9 世帯分散避難生活費用 4 1.4

水道代発生 10 3.5 住宅費発生 4 1.4

失業による収入損失 10 3.5 財物賠償 4 1.4

一時帰宅費用 10 3.5 移転先の住宅建築費 4 1.4

農業補償 8 2.8 生活用品調達費 3 1.1

住宅修繕費 8 2.8 世帯分離による移動交通費 3 1.1  

 

 

 

 

（％）

おおむね適当

である
非常に少ない やや少ない やや多い 非常に多い 無回答 少ない(計)

● 凡例
（N)

全　　体 856 55.5

男性１５～２９歳 60 55.0

男性３０～４９歳 78 70.5

男性５０～６９歳 165 66.1

男性７０代以上 101 65.3

女性１５～２９歳 65 38.5

女性３０～４９歳 78 47.4

女性５０～６９歳 147 43.5

女性７０代以上 146 54.8

31.3

33.3

23.1

26.7

19.8

44.6

37.2

40.8

29.5

34.9

36.7

39.7

41.2

47.5

21.5

30.8

22.4

37.0

20.6

18.3

30.8

24.8

17.8

16.9

16.7

21.1

17.8 0.7

0.4

1.5

12.5

11.7

6.4

7.3

13.9

13.8

14.1

15.6

15.1

1.0

0.4

-

-

-

1.5

-

-

1.3

-

-

-

-

-

-
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６．子供たちの現在の環境および子供たちの帰還意向 

 

 子供たちの現在の環境について、子供のいる世帯の保護者（120 人）に尋ねたところ、「避難生活による精神

的疲労や心の不安定化」は 67.5％で最も高い。「校舎の間借りによる精神的な気疲れ」31.7％がそれに続き、

疲労や気疲れが回答上位を占める一方、「新しい友達が増えた」との回答が 29.2％となっている。 

 中学生以上の子供たちの保護者（120 人）に、子供たちの山木屋への帰還意向を尋ねたところ、「現状では、

子どもたちを帰還させるつもりはない」が 37.5％で最も高く、「山からの全ての除染後に放射線量が 1 ミリシー

ベル以下になれば帰還したい」（34.2％）が 3 割台となっている。 

 

 子供たちの現在の環境（性別、年代別） 

   (N)

避難生活に

よる精神的

疲労や心の

不安定化

校舎の間借

りによる精

神的な気疲

れ

新しい友達

が増えた

学習環境が

変化したこと

による学力

の低下

遠方からの

スクールバ

スによる時

間的・体力

的な負担

離れ離れに

なった友達

がおり、気落

ちしている

避難先の学

校に通うよう

になった

環境の変化

が刺激に

なって学習

意欲が高

まった

その他

全　　体 120 67.5 31.7 29.2 28.3 21.7 16.7 13.3 5.0 10.0

男性 55 67.3 30.9 30.9 30.9 20.0 20.0 10.9 5.5 7.3

女性 63 69.8 33.3 28.6 27.0 22.2 12.7 15.9 4.8 12.7

67.5

31.7 29.2 28.3
21.7

16.7

5.0
10.013.3

0

20

40

60

80

(％)

 
 

子供たちの山木屋への帰還意向（性・年代別） 

   (N)

現状では、

子どもたちを

帰還させる

つもりはない

今後子ども

たちを帰還さ

せるつもりは

ない

山からの全

ての除染後

に放射線量

が１ミリシー

ベル以下に

なれば帰還

したい

住環境（宅

地～２０ｍの

範囲）の除

染後に放射

線量が１ミリ

シーベルト

以下になれ

ば帰還した

い

除染後の放

射線量にこ

だわらずに

帰還したい

今すぐにで

も子どもたち

と一緒に帰

還したい

その他

全　　体 120 37.5 27.5 34.2 14.2 5.0 4.2 4.2

男性 59 35.6 25.4 37.3 16.9 5.1 3.4 3.4

女性 59 40.7 30.5 32.2 10.2 5.1 3.4 5.1

27.5

34.2

14.2

5.0 4.2 4.2

37.5

0

10

20

30

40

(％)
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７．国・町への要望・提案・意見等  

 

 国、町への要望・提案・意見等の自由回答では、「除染・放射線汚染」に関する内容（回答者中 42.6％）、「復

旧・復興」に関する内容（３4.2％）、「帰還・移住」に関する内容（29.2％）などが意見の上位を占めているほ

か、「健康・放射線被害」、「賠償」、「住関係」、「支援」、「情報」、「行政」、「原発事故・エネルギー関係」など、

多岐にわたる意見が寄せられている。 

「除染・放射線汚染」関連の意見では、除染の限界性についての意見のほか、早期除染を求める声も多く寄

せられている。ほかに、除染費用の使途を見直して避難住民の生活を支援する費用にすべき等の意見や、

山林除染を求める声なども挙がっている。 

「復興・復旧」関連の意見では、生活復旧や早期復旧を求める声、将来への不安を述べた声、復旧の遅延を

指摘した声などが挙がっている。 

「帰還・移住」関連の意見では、早期帰還を望む声がある一方で、移住・集団移住を望む声や、地区外コミュ

ニティ・町外コミュニティ（「仮の町」）を求める声などが挙がっている。 

 

国・町への要望・提案・意見等 

ジャンル
件数 標本数 回答サンプル

中の

回答割合

全回答者中

の回答割合

(件） （N)
分母＝465人

（％）
分母＝856人

（％）

1 除染・放射線汚染 273 198 42.6 23.1

2 復旧・復興 182 159 34.2 18.6

3 帰還・移住 152 136 29.2 15.9

4 健康・放射線被害 118 97 20.9 11.3

5 賠償 97 84 18.1 9.8

6 住関係 78 70 15.1 8.2

7 支援 73 62 13.3 7.2

8 情報 60 52 11.2 6.1

9 行政 58 50 10.8 5.8

10 原発事故・エネルギー関係 58 49 10.5 5.7

11 労働 50 43 9.2 5.0

12 風評・差別 38 31 6.7 3.6

13 家族 37 35 7.5 4.1

14 世代 26 24 5.2 2.8

15 地域社会 24 22 4.7 2.6

16 避難区域・基準 20 17 3.7 2.0

17 学校 9 8 1.7 0.9

回答あり標本計 1,353 465 100.0 54.3

調査標本計 - 856 - 100.0  

 


